
月
４
、５
日
、「
第
48
回
経
済
協
力

開
発
機
構
開
発
援
助
委
員
会（
O
E

C
D
・
D
A
C
）ハ
イ
レ
ベ
ル
会
合
」が
ロ
ン
ド

ン
で
開
催
さ
れ
た
。２
日
間
の
議
論
を
通
じ

て
、２
０
１
５
年
に
達
成
期
限
を
控
え
た
国

連
ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）に
続

く「
ポ
ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
」策
定
へ
の
貢
献
、開

発
途
上
国
向
け
開
発
資
金
の
把
握
の
た
め

の
新
手
法
開
発
な
ど
を
盛
り
込
む
声
明
が

採
択
さ
れ
た
。

　
Ｄ
Ａ
Ｃ
は
１
９
６
０
年
、途
上
国
援
助
の

拡
大
・
効
率
化
な
ど
を
目
的
に
、そ
の
前
身

で
あ
る
開
発
援
助
グ
ル
ー
プ
と
し
て
発
足
。

翌
61
年
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
設
立
に
伴
い
そ
の
傘
下

に
入
り
、Ｄ
Ａ
Ｃ
に
改
組
さ
れ
た
。現
在
、Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
34
カ
国
の
う
ち
23
カ
国
に
欧
州

連
合（
Ｅ
Ｕ
）を
加
え
た
24
カ
国
・
機
関
が
参

加
し
て
い
る
。

　
今
回
の
会
合
に
は
、Ｄ
Ａ
Ｃ
の
加
盟
国
・
機

関
の
開
発
協
力
担
当
閣
僚
級
を
は
じ
め
、国

際
通
貨
基
金（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）や
世
界
銀
行
、ア
ジ

ア
開
発
銀
行
な
ど
開
発
関
連
機
関
の
代
表

が
参
加
。日
本
か
ら
は
、Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
田
中
明

彦
理
事
長
や
外
務
省
国
際
協
力
局
の
梅
田

邦
夫
局
長
ら
が
出
席
し
た
。ま
た
、中
国
や

イ
ン
ド
、ブ
ラ
ジ
ル
、ロ
シ
ア
な
ど
Ｄ
Ａ
Ｃ
非

加
盟
の
17
カ
国
か
ら
も
、代
表
者
が
オ
ブ
ザ

ー
バ
ー
と
し
て
参
加
し
て
い
る
。

　
ま
ず
焦
点
と
な
っ
た
の
は
、２
０
１
５
年

以
降
の
開
発
目
標「
ポ
ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
」に
対

し
、Ｄ
Ａ
Ｃ
が
ど
う
貢
献
し
て
い
く
べ
き
か
。

議
論
の
結
果
、Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
達
成
に
向
け
て
、

引
き
続
き
開
発
協
力
の
効
果
向
上
な
ど
に

努
め
る
と
と
も
に
、「
ポ
ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
」に
関

す
る
国
連
主
導
の
検
討
プ
ロ
セ
ス
へ
の
支
持

が
表
明
さ
れ
た
。「
ポ
ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
」の
策

1２

変わる援助潮流に
どう対応するか

ODA政策

国際会議

定
に
当
た
っ
て
は
、日
本
の
働
き
掛
け
も
あ
っ

て
、「
人
間
の
安
全
保
障
」を
考
慮
す
べ
き
と

さ
れ
た
。併
せ
て
、途
上
国
の
人
々
の〝
生
活

の
質
〞の
視
点
を
取
り
入
れ
る
べ
き
だ
と
い

う
指
摘
も
あ
っ
た
。

　
ま
た
、２
０
０
５
年
の「
援
助
効
果
向
上

に
関
す
る
ハ
イ
レ
ベ
ル
フ
ォ
ー
ラ
ム
」で
出
さ

れ
た「
パ
リ
宣
言
」や
、２
０
１
１
年
の「
第
４

回
ハ
イ
レ
ベ
ル
フ
ォ
ー
ラ
ム（
釜
山
）」な
ど
を

受
け
て
発
足
し
た「
効
果
的
な
開
発
協
力
の

た
め
の
グ
ロ
ー
バ
ル
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
Ｇ
Ｐ
）」に
つ
い
て
も
議
論
。
参
加
者
か
ら

は
、「
ポ
ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
」の
議
論
へ
の
貢
献
の

ほ
か
、ド
ナ
ー（
援
助
）国
間
の
相
互
学
習
、

新
興
ド
ナ
ー
や
企
業
な
ど
の
民
間
と
の
意

見
交
換
・
知
識
共
有
の〝
場
〞と
し
て
の
期
待

が
寄
せ
ら
れ
た
。

　
一
方
で
近
年
、途
上
国
の
開
発
課
題
に

務
省
が
平
成
24
年
度
か
ら
実
施
し

て
い
る
政
府
開
発
援
助（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）を

活
用
し
た
中
小
企
業
な
ど
の
海
外
展
開
支

援
事
業
。そ
の
う
ち
、開
発
途
上
国
の
開
発

事
業
へ
の
案
件
化
を
見
据
え
た「
ニ
ー
ズ
調

査
」に
お
い
て
、８
件
が
11
月
に
採
択
さ
れ
た
。

　
Ｏ
Ｄ
Ａ
を
活
用
し
た
中
小
企
業
の
海
外

展
開
支
援
事
業
は
、無
償
資
金
協
力
な
ど

途
上
国
の
開
発
事
業
に
日
本
の
技
術
や
製

品
を
用
い
る
こ
と
で
、途
上
国
の
開
発
・
成
長

を
図
る
と
同
時
に
、日
本
国
内
の
企
業
の
成

長
に
つ
な
げ
る
狙
い
が
あ
る
。

　
将
来
の
少
子
高
齢
化
や
長
引
く
デ
フ
レ

な
ど
を
背
景
に
、日
本
の
中
小
企
業
に
と
っ

て
は
、新
興
国
や
途
上
国
の
成
長
力
を
取
り

込
む
必
要
性
が
増
し
て
い
る
。し
か
し
、人
材

や
資
金
に
余
裕
の
な
い
企
業
に
と
っ
て
、自
力

で
海
外
進
出
を
図
る
こ
と
は
容
易
で
は
な

い
。そ
こ
で
、Ｏ
Ｄ
Ａ
を
活
用
で
き
る
よ
う
に

な
れ
ば
企
業
は
途
上
国
に
ア
プ
ロ
ー
チ
し
や

す
く
な
り
、ま
た
外
務
省
や
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
に
と
っ

て
も
、企
業
と
の
連
携
を
強
化
す
る
こ
と

で
、多
様
化
す
る
途
上
国
の
ニ
ー
ズ
に
幅
広

く
応
じ
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

　
こ
の
ニ
ー
ズ
調
査
は
、開
発
事
業
へ
の
案
件

化
を
見
据
え
て
、途
上
国
側
の
現
状
や
要
望

を
調
べ
る
も
の
。採
択
さ
れ
た
企
業
に
対
し

て
は
、１
件
当
た
り
５
０
０
０
万
円
を
上
限

に
供
与
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、７
月
ま

で
に
行
わ
れ
た
公
募
に
対
し
て
、24
件
の
応

募
が
寄
せ
ら
れ
て
い
た
。

　
例
え
ば
、株
式
会
社
沖
縄
エ
ネ
テ
ッ
ク
が

受
託
し
た
太
陽
光
発
電
に
関
す
る
調
査
は
、

沖
縄
の〝
島
〞と
し
て
の
知
見
を
生
か
し
、途

上
国
の
島
し
ょ
国
に
多
い
小
規
模
な
電
力
系

統
に
適
し
た
発
電
シ
ス
テ
ム
の
ニ
ー
ズ
を
調
べ

る
も
の
。ソ
ロ
モ
ン
諸
島
や
モ
ル
デ
ィ
ブ
、セ
ー

シ
ェ
ル
な
ど
に
お
い
て
、無
償
資
金
協
力
や
技

術
協
力
を
通
じ
て
新
た
な
シ
ス
テ
ム
の
導
入

を
図
る
こ
と
を
視
野
に
入
れ
て
い
る
。

外

対
し
、企
業
や
個
人
、Ｎ
Ｇ
Ｏ
な
ど
従
来
の

Ｏ
Ｄ
Ａ
以
外
の
資
金
の
割
合
が
高
く
な
っ
て

い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、開
発
資
金
を
よ
り
幅

広
く
補
捉
す
る
必
要
が
あ
る
と
の
意
見
で
一

致
。声
明
で
は
、伝
統
的
な
Ｏ
Ｄ
Ａ
の
概
念

に
と
ら
わ
れ
な
い
新
た
な
測
定
方
法
の
可
能

性
を
探
る
こ
と
で
合
意
し
た
。援
助
側
・
被

援
助
側
の
両
面
か
ら
資
金
の
動
向
を
把
握

で
き
る
よ
う
な
手
法
を
検
討
し
、２
０
１
３

年
中
に
そ
の
進
捗
状
況
に
つ
い
て
１
回
目
の

報
告
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
。

　
ま
た
今
回
、Ｄ
Ａ
Ｃ
の
ア
ト
ウ
ッ
ド
議
長
の

退
任
に
伴
い
、２
０
１
３
年
初
め
か
ら
新
議

長
を
務
め
る
ソ
ー
ル
ハ
イ
ム
前
ノ
ル
ウ
ェ
ー

環
境
兼
開
発
援
助
大
臣
が
あ
い
さ
つ
。開
発

と
環
境
双
方
の
課
題
解
決
に
結
び
付
く
よ

う
な
包
括
的
ア
プ
ロ
ー
チ
の
必
要
性
を
主

張
し
た
。

国際会議
「第48回経済協力開発機構開発援助
委員会（OECD・DAC）ハイレベル会合」

ODAを活用した中小企業などの海外展開支援事業

途上国支援と
企業成長の両立を図る

ココシリ
「ここが知りたい」
国際協力に関係する
いろんなトピックを
分かりやすく解説します！

11

て
い
る
。

　
中
国
や
ア
メ
リ
カ
な
ど
の
温
室
効
果
ガ

ス
を
大
量
に
排
出
す
る
国
が
加
わ
ら
な
い

京
都
議
定
書
に
基
づ
く
制
度
は
、公
平
性

を
欠
き
、包
括
的
な
枠
組
み
の
構
築
や
世

界
全
体
の
排
出
削
減
に
つ
な
が
ら
な
い
と

の
理
由
か
ら
だ
。

　
ま
た
、日
本
は
２
０
１
２
年
末
ま
で
の
約

３
年
間
で
官
民
合
わ
せ
て
１
５
０
億
ド
ル
を

支
援
す
る
と
い
う
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
に
つ
い

て
、２
０
１
２
年
１０
月
末
時
点
で
約
１
７
４

億
ド
ル
を
達
成
し
た
と
発
表
。
先
進
国
全

体
が
表
明
し
た
供
与
額（
３
年
間
で
公
的

資
金
３
０
０
億
ド
ル
、実
績
は
３
３
６
億
ド

ル
）の
う
ち
、約
４
割
を
日
本
が
供
与
し
た

こ
と
に
な
る
。

　
Ｃ
Ｏ
Ｐ
１８
の
機
会
を
と
ら
え
て
行
わ
れ

た
二
国
間
会
談
な
ど
で
は
、各
国
よ
り
、日

本
の
貢
献
に
対
し
感
謝
の
言
葉
と
高
い
評

価
の
声
が
聞
か
れ
た
。

月
26
日
か
ら
12
月
８
日
ま
で
、「
国

連
気
候
変
動
枠
組
条
約（
Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ

Ｃ
Ｃ
）第
18
回
締
約
国
会
議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
18
）」

が
カ
タ
ー
ル
の
ド
ー
ハ
で
開
か
れ
た
。

　
こ
の
会
議
で
は
気
候
変
動
対
策
と
し

て
、新
た
な
国
際
枠
組
み
に
つ
い
て
の
作
業

計
画
に
合
意
。２
０
１
５
年
５
月
ま
で
に
交

渉
文
書
を
準
備
し
、２
０
２
０
年
の
発
効
を

目
指
す
こ
と
と
な
っ
た
。

　
交
渉
は
難
航
し
、当
初
の
予
定
を
延
長

す
る
こ
と
に
な
っ
た
が
、８
日
に
よ
う
や
く

「
ド
ー
ハ
気
候
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
」と
呼
ば
れ
る

合
意
に
達
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

　
２
０
１
２
年
で「
第
１
約
束
期
間
」を
終

え
る
京
都
議
定
書
に
つ
い
て
は
、２
０
１
３

年
か
ら
新
枠
組
み
が
発
効
す
る
２
０
２
０

年
ま
で
の
８
年
間
を「
第
２
約
束
期
間
」と

位
置
付
け
る
こ
と
で
合
意
し
た
が
、日
本
は

こ
の「
第
２
約
束
期
間
」に
つ
い
て
、ロ
シ
ア

な
ど
と
共
に
従
来
か
ら
不
参
加
を
表
明
し

日本は「ポストMDGs」のコンセプトとして、国際協力を“国”ではなく“人”を
単位としてとらえる「人間の安全保障」を打ち出した

「国連気候変動枠組条約第18回締約国会議」

すべての国が参加する
新たな国際枠組みに向けて

「第48回OECD・DACハイレベル会合」
議論のポイント

★ミレニアム開発目標（MDGs）の
達成期限（2015年）を控えて ―

①DACとして「ポストMDGs」にどう貢献してい
くべきか
→貧困撲滅、中低所得国の格差解消、国連のポスト
2015年開発目標枠組みの検討プロセスを支持

②効果的な開発協力のためのグローバル・パー
トナーシップ（GP）
→「ポストMDGs」を実施・フォロー、新興ドナーや
民間との意見交換、知識共有を醸成する場としての
期待

③2015年以降の開発に関連する資金の補捉
→現行よりも幅広く開発関連資金を補捉する必要性
を支持

★DAC議長の交代
2013年からソールハイム前ノルウェー環境兼開発
援助大臣が就任

平成24年度 採択案件
受託企業名

システム科学
コンサルタンツ
株式会社

タイ
インド
南アフリカ

ベトナム
インド
南アフリカ
マレーシア

インドネシア
インド
ブラジル
フィリピン
タイ

ラオス
スリランカ
ルワンダ

ソロモン諸島
モルディブ
セーシェル

インドネシア
カンボジア
インド
ケニア

ベトナム
インド
メキシコ
フィリピン
ラオス
バングラデシュ

フィリピン
インド
ブラジル
タイ

医療保健

水の浄化
水処理

職業訓練
産業育成

農業

環境
エネルギー
廃棄物処理

水の浄化
水処理

職業訓練
産業育成

福祉
（障害者支援など）

株式会社
三菱総合研究所

株式会社
日本海洋科学

みずほ情報総研
株式会社
アイ・シー・ネット
株式会社

株式会社
沖縄エネテック

株式会社
野村総合研究所

株式会社
エックス都市研究所

パシフィック
コンサルタンツ
株式会社
メタウォーター
株式会社

対象分野 対象国

「国連気候変動枠組条約第19回締約国会議（COP19）」

「ドーハ気候ゲートウェイ」の合意が結ばれたCOP18。国際社
会が一堂に会して気候変動対策について議論する重要な機会

インドネシアで二酸化炭素の排出量を調査する日本の大学の
教授陣。日本の強みである科学技術を駆使して、JICAは気候
変動対策に取り組む（撮影：谷本美加）

2013月11月にワルシャワ（ポーランド）で開催予定。
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